
○社長の柘植です。私からは、まず「経営のスタンス」について簡単にお話したうえで、
昨年度の振り返りと今年度の施策展開についてご説明したいと思います。
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○昨年もお話させていただきましたが、鉄道会社が維持・存続し、成長するための前提条件とし
て、鍵になるのは、「安全の力」、「技術の力」、「人の力」の３つだと考えています。

・最も重要なものが「安全の力」です。東海道新幹線では50年間乗車中のお客様死亡事故ゼロ

という高いレベルにありますが、これを如何に維持し、更にレベルを上げるか、それがこの会社という高いレ ルにありますが、 れを如何に維持し、更にレ ルを上げるか、それが の会社
の経営の根幹です。

・そのため「技術力」を更に磨き上げ、そして鉄道を動かす「人」の能力を磨き満足感を高めるこ

とによって、規律ある日々の鉄道運営を実現する。これらが、当社が日本の大動脈輸送という使
命を全うし、継続的な利益を確かなものにするための前提であり、今後も愚直に取組んで行きた
いと思います。

・また、鉄道事業は公共性が高く、ステークホルダーも、株主様を始め、お客様、社員、地域社

会と多岐 わたります 様 な クホ ダ 期待 幅広く 長期 亘 応え く と会と多岐にわたります。様々なステークホルダーの期待に幅広く、長期に亘って応えていくこと
が重要と考えています。

○次に、経営面での重要な方向性についてお話しします。

・当社は、12年後の品川－名古屋間の中央新幹線の開業を目指して、取組んで参ります。今後
を展望しますと、工事の進展に伴って資金需要は大きく増大し、また、経営環境の様々な変化も
想定されます それらに備えるため 今まで以上に「収益の拡大 と「 ストの低減 に努め 「想定されます。それらに備えるため、今まで以上に「収益の拡大」と「コストの低減」に努め、 「
利益の最大化」「経営体力の一層の強化」を目指すことが必要となります。

・「収益の拡大」について、現在、堅調な日本経済を背景とし、ビジネス需要、観光需要、いずれ
も追い風が吹いています。チャンスを逃すことなく、効果的な輸送力設定、商品設定で収入確保
に力を入れていきます。

・もう一つは「コストの低減」です。例えば、前期に公表したATC装置の取替では、安全を確保し

た上で 保守費も含めて約20年間で145億円のコスト低減と 極めて大きな節減効果が生まれまた上で、保守費も含めて約20年間で145億円のコスト低減と、極めて大きな節減効果が生まれま
した。新幹線・在来線、中央新幹線も含めて、設備投資額の規模は極めて大きいため、安全性
を確保し、業務運営体制の効率化や、「低コスト化」の取組みも引き続き進めていきます。
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○続いて、平成26年度を振り返りますと、大雨のため中央本線や東海道本線が一時不通
になるなど自然災害に見舞われた年でしたが、東海道新幹線は前年比102％と順調でした
。お客様の信頼を失うような大きな事故もなく、予定した施策も計画通りに進みました。この
結果、平成26年度の決算は、営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益のいずれも、過
去最大となりました。

・主な施策では、２年目に入った東海道新幹線の大規模改修工事が軌道に乗ってきたほか
、地震対策、Ｎ７００Ａの投入やＮ７００系の改造工事も計画通りに進みました。また、３月に
は最高速度時速285㎞への速度向上や武豊線の電化を実現しました。

・東海道新幹線開業50周年では、お客様への感謝とともに企画した多くの商品に高い関心
をいただき輸送量を押し上げ、更にはエクスプレス予約、50＋についても会員数が大きく増
加しました。

・超電導リニアによる中央新幹線計画も、３年がかりの環境アセスを終え、昨年10月17日、
国土交通大臣より品川・名古屋間の工事実施計画（その１）の認可を受けました。その後、
品川駅、名古屋駅で準備工事に取り掛かっています。年度が変わって４月には、山梨実験
線で、4,064㎞/日を記録した長距離走行試験や、最高速度603㎞/hを出した高速域走行試
験も終えました。
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○次に、平成27年度の展望です。

・まずは、鉄道事業の原点である安全・安定輸送の確保を最優先に、各施策を着実に
推進していきます。

・堅調なビジネス需要や観光需要を取りこぼすことなく 「のぞみ10本ダイヤ」を最大限・堅調なビジネス需要や観光需要を取りこぼすことなく、「のぞみ10本ダイヤ」を最大限
活用した弾力的な列車設定により、需要を最大限取り込んでまいります。

・また、Ｎ７００Ａの計画的な投入とともに、Ｎ７００系の改造工事を完了させ、「時速285
キロ運転」が可能な車両を増やし、競争優位性に磨きをかけてまいります。

・営業施策では、エクスプレス予約や50＋等の会員基盤を活用し、会員向けの観光型
商品を強化します。また、当社の強みである京都・奈良等の観光資源のキャンペーンを
強化します。加えて、北陸方面へお出かけのお客様にも東海道新幹線や高山本線等を
ご利用いただけるよう、周遊型商品を展開します。

・中央新幹線については、12年後の品川～名古屋間の開業に向け、工事の安全、環境
の保全、地域との連携を重視しながら、工事を着実に進めてまいります。今年度前半に
は品川駅、後半には名古屋駅で本格的工事を開始する予定で、また、それ以外では、
準備が整ったところから、測量、設計、用地取得等を進めます。

・名古屋駅における「ＪＲゲートタワー」は、この冬の46階上棟に向け、工事を進めてま
いりますいります。

○最後に、26年度の期末配当につきましては、業績も順調に推移したことから、既に公
表した配当予想どおり１株あたり60円とする案を株主総会に提案させていただく予定で
す。また次期についても、当期並みの安定的な配当水準を継続することとし、中間・期
末ともに１株あたり60円とする計画です。

○今後とも、ＪＲ東海グループ一人ひとりの努力の積み上げにより、将来に向け、経営
基盤の一層の強化に努めて参りますので、投資家･株主の皆様のご支援を宜しくお願
いいたします。
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○まず平成27年３月期の連結決算の概要をご説明します。

・営業収益につきまして、当社の運輸収入が対前年283億円の増となったことや、ジェ
イアール東海髙島屋などの売上増により 連結では対前年197億円の増となりましたイア ル東海髙島屋などの売上増により、連結では対前年197億円の増となりました。

・営業費用は、当社の物件費の増やジェイアール東海髙島屋の売上原価が増加したこ
と等により、対前年77億円の増となりました。

・これにより、営業利益は対前年119億円の増となりました。

・営業外損益は、支払利息の減等により、営業外費用が対前年で96億円減少し、118
億円の改善となりました。

この結果 経常利益は対前年238億円の増 当期純利益は 日本車両の米国子会社・この結果、経常利益は対前年238億円の増、当期純利益は、日本車両の米国子会社
に関する特別損失等の影響もあり、対前年で84億円の増となりました。

○長期債務については、連結で2,202億円の縮減となり、長期債務残高は2兆1,505億
円となりました。
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○続いて各セグメントの対前年の増減についてご説明いたします。

・運輸業は、当社の運輸収入が増加した結果、増収増益となりました。

流通業は ジ イア ル東海髙島屋の売上増等により 増収増益です・流通業は、ジェイアール東海髙島屋の売上増等により、増収増益です。

・不動産業は、ジェイアール東海不動産の販売収入等の減の一方、売上原価等も減少
したことなどにより、減収増益となりました。

・最後に、その他のセグメントにつきましては、日本車輌製造における台湾向け鉄道車
両の売上減等により、減収減益となりました。
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○次に、ＪＲ東海単体の決算についてご説明します。

・営業収益は、運輸収入が対前年283億円増加した結果、対前年293億円の増となりま
した。した。

・営業費用について、人件費は、会計基準に基づき、期末時点で退職給付債務を算出
する際の割引率を見直したことから、対前年31億円の増となりました。

・動力費は、燃料価格増や中部電力の値上げ等により、対前年37億円の増となりまし
た。

・修繕費は、大規模改修工事の進捗等により、対前年115億円の増となりました。なお
、大規模改修工事に伴う修繕費計上は193億円で、対前年125億円の増となりました。

・業務費は、ソフトウェアの更新や、東海道新幹線開業50周年の関連費用の増等によ
り、対前年で11億円の増となりました。

・減価償却費は、山梨リニア実験線の減価償却費が増加した一方、新幹線車両や地
上設備等の償却費が減少したことから、トータルでは対前年45億円の減となりました。

・これらの結果、営業利益は対前年145億円の増、経常利益は支払利息の減少等によ
り、対前年259億円の増となりました。

・なお、法人税等について、試験研究費の税額控除額の増等による減要素もありまし
たが、法人税率等の引き下げに伴う繰延税金資産の取崩し等による増要素もあり、法
人税等は対前年で71億円の増となりました。

・この結果、当期純利益は対前年199億円増の2,602億円となりました。
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○まず東海道新幹線の輸送状況をご説明します。

・東海道新幹線の断面輸送量は、過去最高であった昨年実績を上回り、平成26年度全
体で前年比102％となりました体で前年比102％となりました。

・これを平日と土休日に分け、過去のピークであったリーマンショック直前の各月の実
績を100として連続的に比較したのが、上記の折れ線グラフです。

・観光利用主体の土休日（赤のグラフ）の方が、一早くリーマン前の水準を回復してい
ましたが、平成26年度も順調に推移し、好調だった前年を更に上回りました。

・ビジネス利用の多い平日（青のグラフ）は、前年の下期からリーマン前の水準を超え
てきており、平成26年度は概ね安定的にリーマン前の水準を上回って推移しました。てきており、平成26年度は概ね安定的にリ マン前の水準を上回って推移しました。

・観光面でＵＳＪの新テーマエリア開設などにより、関西方面へお出かけのお客様が大
変多かったことや、日本経済の底堅さに支えられ、ビジネスのお客様が引き続き増加
したこと等により、平日土休日いずれも順調にご利用いただきました。
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○次に、当社単体の通期業績予想についてご説明します。

・運輸収入については、北陸新幹線開業による影響もありますが、営業施策により増
収に全力を挙げることで、平成26年度並みの水準の確保を目指します。収に全力を挙げることで、平成26年度並みの水準の確保を目指します。

・人件費は、ベースアップを実施したこと等に伴い、対前年25億円の増加を見込んでい
ます。

・物件費では、動力費について、燃料価格の値下がりと再生可能エネルギー賦課金の
増加により、前年とほぼ同額を見込むほか、大規模改修工事が昨年より増えることに
よる修繕費の増加、委託経費の増等による業務費の増加により、トータルで88億円の
増加を見込んでいます。

・租税公課は、税制改正による事業税の外形標準課税の見直しに伴い、対前年32億
円の増を見込んでいます。

・減価償却費は、山梨リニア実験線の償却費が減少するほか、昨年に引き続き新幹
線・在来線の車両や地上設備等の償却費も減少することにより、対前年258億円の減
を見込んでいます。

・営業外損益については、当社において、支払利息の減や、社債早期償還損の減など
対前年 億 改善を 込 ますにより、対前年で86億円の改善を見込んでいます。

・最後に、法人税等が前年に比べ75億円ほど減る見込みであることから、当期純利益
は対前年で277億円の増を見込んでおります。
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○続いて、連結の業績予想について、ご説明します。

・営業収益は、連結全体では対前年17億円増の1兆6,740億円を見込んでいます。

営業費用は当社単体の減等に伴 て対前年66億円減の1兆1 590億円を見込んでい・営業費用は当社単体の減等に伴って対前年66億円減の1兆1,590億円を見込んでい
ます。

・営業利益は対前年84億円増の5,150億円、経常利益は当社の営業外費用の減に伴
い対前年168億円増の4,450億円を見込んでいます。

・当期純利益は、法人税等の減により、対前年388億円の3,030億円を見込んでいます
。

○長期債務については、引き続き可能な限り縮減に努め、早期償還を織り込んで、連
結で 1,530億円、単体で1,500億円を縮減する計画です。

○設備投資額については、平成26年度の計画は連結で3,260億円、単体で3,010億円
でしたが、実績は連結2,723億円、単体2,572億円となりました。

単体 うち 中央新幹線関連 実績は約 億 となりました・単体のうち、中央新幹線関連の実績は約50億円となりました。

・平成27年度の設備投資計画は、連結で3,660億円、単体で3,350億円を見込んでいま
す。
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○このグラフは、当社開業以来の単体の設備投資額を、安全関連投資とそれ以外の
投資に分け、それぞれの規模の推移を棒グラフで、また設備投資に占める安全関連投
資の比率を折れ線グラフで示したものです。

・平成27年度について、単体の設備投資計画額は、中央新幹線計画について測量・設
計・用地取得等を進めることに伴い、過去最大の3,350億円を計画しています。

・このうち、安全関連投資は1,830億円で、中央新幹線関連投資930億円を除いた投資
額に占める割合は76％となり、これまで同様高い水準です。

・中央新幹線計画を進めていく上でも、既存の鉄道事業の充実は大変重要なことだと
認識しています。

・今後も低コスト化に向けた不断の努力を継続しながら、安全・安定輸送の確保に向け
必要な投資は、しっかりと行っていき、東海道新幹線を中心とした輸送サービスに更に
磨きをかけていきます。
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○続いて、今期の主な施策について、簡単に内容をご紹介します。

・東海道新幹線の大規模改修工事は３年目に入ります。今期は、変状発生抑止対策と
して 工事費全体では約350億円 うち約230億円を費用として計上する計画ですして、工事費全体では約350億円、うち約230億円を費用として計上する計画です。

・東海道新幹線の脱線・逸脱防止や在来線の高架橋柱等の耐震化などの地震対策も
引き続き推進していきます。脱線防止ガードの敷設は本年度は66kmの計画です。
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・輸送サービスの充実については、「のぞみ１０本ダイヤ」を活かし、このＧＷにも予約
状況を見つつ「のぞみ」をさらに追加設定しましたように、弾力的な列車設定に努めて
いきます。

・また、引き続きN７００A投入とN７００系改造工事を進めていきます。

・営業施策の強化について、「エクスプレス予約」「５０＋」などの会員基盤を活用し、観
光型商品を強化していきます。

・さらに、京都・奈良などへの送客に力を入れることに加え、北陸方面にお出かけのお
客様にも東海道新幹線や高山本線、北陸本線を利用して頂けるよう、周遊型商品を展
開するなど、観光面で増収に向けた営業施策をさらに強化していきます。
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○最後に、超電導リニアによる中央新幹線計画の進捗についてご説明します。

・平成26年度は、長年取り組んできた中央新幹線計画が大きく進んだ一年でした。

・まず、東京～名古屋間において、平成23年6月の「配慮書」以降、足かけ４年にわたり
、実施してきた環境アセスメントの手続きについては、昨年8月に最終的な「評価書」を
国土交通大臣等へ送付しました。

・また、環境アセスメントの手続きと並行して、工事実施計画の認可申請に必要な準備
を進め、最終的な評価書の送付と同日に、国土交通大臣に対し、品川・名古屋間の工
事実施計画（その１）の認可申請を行い、10月に認可を受けました。

・認可後は、沿線各地で、中央新幹線に関する理解を一層深めていただくための事業
説明会を、市区町村単位で51回、自治会単位では今後開催する箇所もありますが、現
時点で199回、あわせて250回開催しています。

・このような中、12月に、工事の両端となる品川駅、名古屋駅で、全線での工事の安全
を祈願し、かつ安全な工事遂行を誓うという意味を込めて工事安全祈願式を実施し、
両駅の自社用地内で準備工事に着手しました。両駅 自社用 準備 事 着手 。

・また、中心線測量は3月末に開始しました。関係する地権者の方々のご理解をいただ
きながら、順次進めていきます。

・それらと並行して、自治体や鉄道・運輸機構等と協定を締結しました。具体的には、
用地取得に関する委託協定を自治体等と締結するとともに、一部区間の施工委託等
に関する基本協定を鉄道・運輸機構と締結しました。

・今後については、場所毎にスケジュールは異なりますが、中心線測量、設計・協議、
用地説明・取得、工事契約、工事説明会と進めていき、必要な準備の整ったところから
工事に着手していく予定です。
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